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令和3年度　事業評価書

予算科目 8 款 4 項 1 目 2 事業

予算額 0千円

決算額 0千円

計画（PLAN) 実施（DO)

主な事業 主な事業

予算額

決算額

財源（一般財源）

　　（そ の 他）

執行率

基本施策① ※①

基本施策② ※①

基本施策③ ※①

重点政策 ※②

評価（CHECK) 改善（ACTION)

目標値

実績値

達成度

推進方針 ※⑤

基本施策有効評価
（妥当性) ※④

費用対効果評価
（効率性) ※④

事業概要 町管理港湾の施設維持・修繕等を実施します
担当課　建設課

管理係・道路港湾係　内線235・231・232

港湾施設維持管理費

一般財源 5,188千円

4,919千円 財源内訳　国庫支出金 0千円 県支出金

92.1%

町債

5,189千円 財源内訳　国庫支出金

0千円 その他

0千円 県支出金 町債

内海港緑地等管理業務 港湾施設整備工事 内海港緑地等管理業務 港湾施設整備工事

0千円 その他 1千円

事業実績

0千円 一般財源 4,919千円

事業内容
内海港緑地、小桝緑地、小桝駐車場の管理を
実施します。

老朽化が進んでいる港湾施設について、補修
及び改良による機能回復や冬期の飛砂対策を
実施します。

1,479,000円 1,200,000円

1,470,494円 1,105,500円

1,470,494円 1,105,500円

0円 0円

99.4%

内海港
緑地面積　4,894㎡
トイレ　　1箇所
内海港（東浜・小桝）
緑地面積　18,500㎡
ｾﾝﾀｰﾊｳｽ　1棟　付属棟　1棟

トイレ・ｾﾝﾀｰﾊｳｽ等の保守管理・清掃等

内海港　防砂柵設置・撤去（2箇所）
計　　2箇所

2-4
何度も訪れたくなる観光・交
流

3-4
安心な暮らしを支えるインフ
ラ

2-7 働く環境づくり 2-7 働く環境づくり

③

2-1
豊かな海と産物を活かした水
産業

2-1
豊かな海と産物を活かした水
産業

事業指標
町管理港湾である内海港の管理業務委託実施
箇所

港湾施設整備事業実施箇所

1 ② 3 1 ②

新型コロナウイルスのまん延防止のため小桝駐車
場の夏季営業を休止しましたが、人の目がなく
なった分不法投棄が増大し夏季ゴミ処理委託料に
多くの予算を割かれています。さらに夏季以外の
役場職員によるゴミ処理作業も増大しており、日
常業務に支障が出ています。

道路等へ堆積した飛砂除去が必要です。

2箇所 2箇所

2箇所 2箇所

改善・対応策
今後は指定管理者制度の導入を踏まえ委託先
である東端区と協議し、条例改正及び規則の
改正を検討します。

飛砂対策を実施します。達成

課題

達成

担当課評価 ※③ 計画どおり実施できました。  計画どおり実施できました。

A

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　１　２　３　４　⑤　高い
※① 基本目標・基本施策…別紙　総合計画体系表参照
※② 重点政策　① 子育て支援と教育の充実　② 産業の活性化と雇用の確保　③ 定住支援
※③ 事業に対する評価及び、前年度事業評価書ACTIONに対する評価
※④ 評価（妥当性）…基本施策に対する有効性の高低　（効率性）…事業の費用対効果の高低
※⑤ 推進方針　Ａ…拡充　Ｂ…現状維持　Ｃ…縮小　Ｄ…廃止検討

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　１　２　３　④　５　高い

A
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令和3年度　事業評価書

予算科目 5 款 1 項 1 目 1 事業

予算額 0千円

決算額 0千円

計画（PLAN) 実施（DO)

主な事業 主な事業

予算額

決算額

財源（一般財源）

　　（そ の 他）

執行率

基本施策① ※①

基本施策② ※①

基本施策③ ※①

重点政策 ※②

評価（CHECK) 改善（ACTION)

目標値

実績値

達成度

推進方針 ※⑤

基本施策有効評価
（妥当性) ※④

費用対効果評価
（効率性) ※④

担当課評価 ※③

知多地区勤労者福祉サービスセンターについて
は、中小企業と大企業との福利厚生の格差是正を
目的として設置していることから、中小企業の多
い本町においては継続すべき事業であると考えて
おります。

勤労者住宅資金にあっては、他行の住宅ローンも
低水準の金利であることから、令和３年度につい
ては融資の実績は無かったが、制度を維持するこ
とによって、勤労者の住宅難の緩和と住生活の向
上を図ることができると考えております。

Ｂ

低い　１　２　③　４　５　高い 低い　１　２　③　４　５　高い
※① 基本目標・基本施策…別紙　総合計画体系表参照
※② 重点政策　① 子育て支援と教育の充実　② 産業の活性化と雇用の確保　③ 定住支援
※③ 事業に対する評価及び、前年度事業評価書ACTIONに対する評価
※④ 評価（妥当性）…基本施策に対する有効性の高低　（効率性）…事業の費用対効果の高低
※⑤ 推進方針　Ａ…拡充　Ｂ…現状維持　Ｃ…縮小　Ｄ…廃止検討

低い　１　２　③　４　５　高い 低い　１　２　③　４　５　高い

Ｃ

人口減少と少子高齢化による町内事業者の廃
業が相次ぐ本町にあっては、新規加入事業所
の確保と会員数の維持が課題となっていま
す。

銀行系の住宅ローン金利については低水準で
推移していることから、数年間、新規での借
り入れ実績はありません。なお、令和3年度
に預託金の減額をおこなっており、現在融資
者の完済を待って廃止の方向で検討します。151事業所/総会員数873人 １件/年

146事業者/総会員数866人 0件/年

改善・対応策

知多地区勤労者福祉サービスセンターへの加
入については、事業主の新たな負担となる
が、福利厚生の重要性を広報や町ＨＰ又は町
内3商工会を通じて周知に努めます。

他行の住宅ローン金利の低水準化に伴い、現
在貸付者の完済を待って預託金を廃止しま
す。

未達成

課題

未達成

事業指標 センター加入会員の維持 融資件数

1 ② 3 1 ②

負担金の支出額
・ 知多地区勤労者福祉サービスセンター負
担金
　2,880,200円
・県建設職業訓練協議会負担金
　51,000円
・県労働者福祉協議会知多支部負担金
　23,132円

勤労者住宅資金預託金　300,000円
預託先：東海労働金庫半田支店
　今年度融資実績　0人
　現在融資者　　　1人

2-3
新たな魅力や価値を生みだす
商工業

  

    

3

2-7 働く環境づくり 2-7 働く環境づくり

事業実績

300千円 一般財源 2,954千円

事業内容
知多地区勤労者福祉サービスセンター負担金
県建設職業訓練協議会負担金
県労働者福祉協議会知多支部負担金

勤労者住宅資金預託金

3,155,000円 300,000円

2,954,332円 300,000円

2,954,332円 0円

0円 300,000円

93.6% 100.0%

町債

3,455千円 財源内訳　国庫支出金

0千円 その他

0千円 県支出金 町債

労働一般管理事業 勤労者金融対策事業 労働一般管理事業 勤労者金融対策事業

0千円 その他 300千円 一般財源 3,155千円

3,254千円 財源内訳　国庫支出金 0千円 県支出金

事業概要
労働環境の改善支援、雇用の促進、勤労者の住宅難の緩和を図るため、労働行政の円滑な運営に努
めます

担当課　産業振興課

商工観光係　内線242・243・244

労働環境対策事業費
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令和3年度　事業評価書

予算科目 6 款 1 項 4 目 1 事業

予算額 0千円

決算額 0千円

計画（PLAN) 実施（DO)

主な事業 主な事業

予算額

決算額

財源（一般財源）

　　（そ の 他）

執行率

基本施策① ※①

基本施策② ※①

基本施策③ ※①

重点政策 ※②

評価（CHECK) 改善（ACTION)

目標値

実績値

達成度

推進方針 ※⑤

基本施策有効評価
（妥当性) ※④

費用対効果評価
（効率性) ※④

担当課評価 ※③

死亡牛BSE検査等費用助成事業補助金については
昨年と同様、補助実績がなかった一方で、CSFワ
クチンについては当初計画以上の接種頭数であっ
たため、今後は予算配分について見直す必要があ
ります。

 

B

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　1　２　３　４　５　高い
※① 基本目標・基本施策…別紙　総合計画体系表参照
※② 重点政策　① 子育て支援と教育の充実　② 産業の活性化と雇用の確保　③ 定住支援
※③ 事業に対する評価及び、前年度事業評価書ACTIONに対する評価
※④ 評価（妥当性）…基本施策に対する有効性の高低　（効率性）…事業の費用対効果の高低
※⑤ 推進方針　Ａ…拡充　Ｂ…現状維持　Ｃ…縮小　Ｄ…廃止検討

低い　１　２　③　４　５　高い 低い　1　２　３　４　５　高い

 

CSFワクチンにおいては、当初計画されてい
た接種頭数（23,152頭）より実績（27,734
頭）が大きく上回り、本来の補助単価（15円
/頭）で補助金を対象者に支払うことができ
なかったことから、適正な予算の確保が課題
となります。

 

1回/年

1回/年  

改善・対応策

予算積算の根拠となっていた西部家畜保健衛
生所によるCSFワクチン接種計画の頭数が、
実際の接種頭数と乖離することがあることか
ら、畜産農家へ確実に補助金の交付ができる
よう精査して予算計上を行います。

 達成

課題

 

事業指標 補助金の適正な支出

1 ② 3   

死亡牛BSE検査等費用助成事業補助金
・実績なし
CSFワクチン接種費補助金
・助成単価：12.54円/頭
・農家数：3戸　接種頭数：27,734頭

    

    

 

2-2
豊かな農地と産物を活かした
農業

  

事業実績

0千円 一般財源 387千円

事業内容

家畜の伝染性疾病の発生予防及びまん延防止
のため、防疫対策にかかる経費の一部を補助
します。

死亡牛BSE検査等費用助成事業補助金
CSFワクチン接種費補助金

398,000円

387,383円

387,383円

0円

97.3%

町債

398千円 財源内訳　国庫支出金

0千円 その他

0千円 県支出金 町債

家畜伝染病防疫事業補助金 家畜伝染病防疫事業補助金

0千円 その他 0千円 一般財源 398千円

387千円 財源内訳　国庫支出金 0千円 県支出金

事業概要
畜産経営の安定を図るため、死亡牛のＢＳＥ検査及びＣＳＦワクチン接種等に係る経費の一部を補
助します

担当課　産業振興課

農政係　内線252・253

畜産振興事業費
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令和3年度　事業評価書

予算科目 6 款 3 項 2 目 1 事業

予算額 555,143千円

決算額 80,111千円

計画（PLAN) 実施（DO)

主な事業 主な事業

予算額

決算額

財源（一般財源）

　　（そ の 他）

執行率

基本施策① ※①

基本施策② ※①

基本施策③ ※①

重点政策 ※②

評価（CHECK) 改善（ACTION)

目標値

実績値

達成度

推進方針 ※⑤

基本施策有効評価
（妥当性) ※④

費用対効果評価
（効率性) ※④

担当課評価 ※③
県の漁業振興策により、県費の上乗せや新規補助
メニューの新設等があり、前年度より充実した補
助金等を適正に支出できたものと考えます。

目標値を達成できなかったが、技術研修会受
講費補助（漁業無線取得）や家賃補助を行
い、後継者、新規就業者の確保支援ができた
ものと考えます。 A

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　１　２　３　④　５　高い
※① 基本目標・基本施策…別紙　総合計画体系表参照
※② 重点政策　① 子育て支援と教育の充実　② 産業の活性化と雇用の確保　③ 定住支援
※③ 事業に対する評価及び、前年度事業評価書ACTIONに対する評価
※④ 評価（妥当性）…基本施策に対する有効性の高低　（効率性）…事業の費用対効果の高低
※⑤ 推進方針　Ａ…拡充　Ｂ…現状維持　Ｃ…縮小　Ｄ…廃止検討

低い　１　２　③　４　５　高い 低い　１　２　③　４　５　高い

A

・各漁協においては、所有する漁業施設の老
朽化に伴い、修繕、更新等の経費が増加して
いる傾向にあります。
・海域環境の変化に伴う栄養塩不足や食害な
どにより、漁業生産に影響をおよぼしていま
す。

・漁業者の高齢化及び後継者不足が著しく漁
業者、経営体数の減少しています。
・正組合員の減少に伴い漁協経営に影響を及
ぼしています。

10事業 9人/年

13事業（うち繰越明許費 2事業） 8人/年

改善・対応策

・国及び県の補助率の引き上げ等の要望を継
続的に実施していきます。
・食害対策を継続的に支援を行うとともに海
域環境の改善が図られるように国、県に要望
を行います。

・県漁業担い手育成支援協議会、漁協との連携を
図り、初心者からでも漁業に就業していただける
新規漁業者確保支援事業を継続的に行います。
・漁船リース事業、強化機器導入事業などの国・
県の設備投資支援事業を広域再生委員会にて推進
し漁業経営の安定化を図ります。

達成

課題

未達成

事業指標 委託・負担金・補助金の適正な実施 新規就業者の確保支援

1 ② 3 1 ②

〇主な負担金、補助金
・水産多面的機能発揮対策事業費負担金　416千円
・漁業生産力強化総合対策事業費補助金（旧漁村活性化総合対
策事業費補助金）10,233千円
・漁業無線局整備事業費補助金　20,174千円
・水産業強化対策整備事業費補助金　2,387千円
・のり養殖食害防止対策事業費補助金（新規）　2,845千円
・水産業強化対策整備事業費補助金（繰越明許費）　4,180千円
・水産業競争力強化施設緊急整備事業費補助金（繰越明許費）
45,100千円

・漁業後継者技術研修事業補助金
　72千円
・漁業新規就業者支援事業補助金
　240千円

  2-5
新たなチャレンジを創る起業
支援

    

3

2-1
豊かな海と産物を活かした水
産業

2-1
豊かな海と産物を活かした水
産業

事業実績

31千円 一般財源 7,764千円

事業内容

鯨類等漂着物処理委託料
水産多面的機能発揮対策事業費負担金
県町村水産振興対策協議会負担金
漁村活性化総合対策事業費補助金
漁業無線局整備事業費補助金
水産業強化対策整備事業費補助金
漁業無線局運営費補助金
漁業者用公衆トイレ維持管理費補助金
漁業近代化利子補給費補助金
のり食害対策事業費補助金
のり養殖食害防止対策事業費補助金（新規）
水産業強化対策整備事業費補助金（繰越明許費）
水産業競争力強化施設緊急整備事業費補助金（繰越明許費）

漁業後継者技術研修事業補助金
漁業新規就業者支援事業補助金

565,702,000円 560,000円

87,594,351円 312,000円

7,451,218円 312,000円

80,143,133円 0円

15.5% 55.7%

町債

566,447千円 財源内訳　国庫支出金

0千円 その他

0千円 県支出金 町債

漁業振興対策事業 漁業人材育成事業 漁業振興対策事業 漁業人材育成事業

0千円 その他 44千円 一般財源 11,260千円

87,906千円 財源内訳　国庫支出金 0千円 県支出金

事業概要 漁業生産基盤の向上や漁村・漁場環境の保全ならびに漁業経営の安定化を図ります
担当課　産業振興課

水産係　内線251

漁業振興対策事業費
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令和3年度　事業評価書

予算科目 6 款 3 項 2 目 2 事業

予算額 0千円

決算額 0千円

計画（PLAN) 実施（DO)

主な事業 主な事業

予算額

決算額

財源（一般財源）

　　（そ の 他）

執行率

基本施策① ※①

基本施策② ※①

基本施策③ ※①

重点政策 ※②

評価（CHECK) 改善（ACTION)

目標値

実績値

達成度

推進方針 ※⑤

基本施策有効評価
（妥当性) ※④

費用対効果評価
（効率性) ※④

担当課評価 ※③

コロナ禍の影響や種苗単価高騰による放流数の減
少もあり、対前年比は減少しているが、「浜の活
力再生プラン（5ケ年計画）」における基準年
（H25～H29の5中3年平均）の漁獲量と比較すると
11%増加している。

 

A

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　1　２　３　４　５　高い
※① 基本目標・基本施策…別紙　総合計画体系表参照
※② 重点政策　① 子育て支援と教育の充実　② 産業の活性化と雇用の確保　③ 定住支援
※③ 事業に対する評価及び、前年度事業評価書ACTIONに対する評価
※④ 評価（妥当性）…基本施策に対する有効性の高低　（効率性）…事業の費用対効果の高低
※⑤ 推進方針　Ａ…拡充　Ｂ…現状維持　Ｃ…縮小　Ｄ…廃止検討

低い　１　２　③　４　５　高い 低い　1　２　３　４　５　高い

 

減少傾向にある水産資源の維持増大を図るた
め、事業を継続していきます。  

栽培魚種の漁獲量
（対前年比２．４％の増加）

△２２％  

改善・対応策

愛知県栽培漁業推進会議の中で構成員である
学識経験者等専門家の意見を聞くとともに、
南知多水産業再生委員会・知多放流委員会に
て需要供給を考慮して放流魚種・放流時期を
決定し漁業者の経営安定に努めます。

 未達成

課題

 

事業指標 稚魚・稚貝放流事業の適正な実施

1 ② 3   

・沿岸水産資源増殖推進事業委託　2,900千
円
・アワビ等種苗放流事業補助金　864千円

    

    

 

2-1
豊かな海と産物を活かした水
産業

  

事業実績

0千円 一般財源 3,764千円

事業内容
沿岸水産資源増殖推進事業委託
アワビ等種苗放流事業補助金

3,764,000円

3,764,000円

3,764,000円

0円

100.0%

町債

3,764千円 財源内訳　国庫支出金

0千円 その他

0千円 県支出金 町債

栽培漁業振興対策事業 栽培漁業振興対策事業

0千円 その他 0千円 一般財源 3,764千円

3,764千円 財源内訳　国庫支出金 0千円 県支出金

事業概要 「獲る漁業」から「育てる漁業」への推進を図り、漁業経営の安定化を図ります
担当課　産業振興課

水産係　内線251

栽培漁業振興対策事業費
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令和3年度　事業評価書

予算科目 7 款 1 項 3 目 1 事業

予算額 0千円

決算額 0千円

計画（PLAN) 実施（DO)

主な事業 主な事業

予算額

決算額

財源（一般財源）

　　（そ の 他）

執行率

基本施策① ※①

基本施策② ※①

基本施策③ ※①

重点政策 ※②

評価（CHECK) 改善（ACTION)

目標値

実績値

達成度

推進方針 ※⑤

基本施策有効評価
（妥当性) ※④

費用対効果評価
（効率性) ※④

担当課評価 ※③

令和3年度の県内一斉商品量目立入検査は新型コ
ロナウイルス感染症拡大防止の観点からやむを得
ず中止となったが、消費者保護の観点からも再開
に向けて万全を期す必要があります。

 

B

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　1　２　３　４　５　高い
※① 基本目標・基本施策…別紙　総合計画体系表参照
※② 重点政策　① 子育て支援と教育の充実　② 産業の活性化と雇用の確保　③ 定住支援
※③ 事業に対する評価及び、前年度事業評価書ACTIONに対する評価
※④ 評価（妥当性）…基本施策に対する有効性の高低　（効率性）…事業の費用対効果の高低
※⑤ 推進方針　Ａ…拡充　Ｂ…現状維持　Ｃ…縮小　Ｄ…廃止検討

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　1　２　３　４　５　高い

 

令和3年度については、新型コロナウイルス感染
症の拡大によりやむを得ず中止となったことか
ら、一斉商品量目立入検査において不適となる事
業者等が町内に存在しないよう、定期的な啓発と
計量器定期検査の重要性を定期的に周知をする必
要があります。

 

町内５店舗商品11品×2期（延べ22品目）

0期  

改善・対応策

質量計を取引や証明に使用する場合について
は、計量法に基づき定期的な検査を受ける必
要があることを広報やＨＰにて定期的に周知
徹底を図る必要があります。

 未達成

課題

 

事業指標 商品量目検査における適正計量件数

1 ② 3   

新型コロナウイルス感染症（デルタ株等）の
県内感染状況により、県商業流通課からの令
和3年度の商品量目検査は中止にするとの通
知があり実施していません。

    

    

 

2-3
新たな魅力や価値を生みだす
商工業

  

事業実績

0千円 一般財源 282千円

事業内容
商品量目検査の充実に努め、食料品などの生
活必需品の適正な取引を確保し、消費者保護
と商品取引の円滑化を図ります。

16,000円

0円

0円

0円

0.0%

町債

306千円 財源内訳　国庫支出金

0千円 その他

0千円 県支出金 町債

商品量目検査 商品量目検査

0千円 その他 0千円 一般財源 306千円

282千円 財源内訳　国庫支出金 0千円 県支出金

事業概要
食料品等生活必需品の正量取引を確保するための商品量目検査及び町民の消費者被害を未然に防止
するための教育・啓発活動を実施します

担当課　産業振興課

商工観光係　内線242・243・244

消費者行政事業費
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令和3年度　事業評価書

予算科目 7 款 1 項 4 目 1 事業

予算額 0千円

決算額 0千円

計画（PLAN) 実施（DO)

主な事業 主な事業

予算額

決算額

財源（一般財源）

　　（そ の 他）

執行率

基本施策① ※①

基本施策② ※①

基本施策③ ※①

重点政策 ※②

評価（CHECK) 改善（ACTION)

目標値

実績値

達成度

推進方針 ※⑤

基本施策有効評価
（妥当性) ※④

費用対効果評価
（効率性) ※④

担当課評価 ※③

町観光協会がおこなう観光振興策について各支部
等に補助金を適正に交付することで、地方創生臨
時交付金を活用した他の事業との相乗効果を狙
い、コロナ禍・アフターコロナを見据えた観光の
振興に寄与することができました。

コロナ禍にあっては観光入込客数の減少は全
国的に起こっている事象ではあり想定の範囲
内であるものの、アフターコロナを見据えた
観光宣伝事業が実施できました。 Ｂ

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　１　２　３　④　５　高い
※① 基本目標・基本施策…別紙　総合計画体系表参照
※② 重点政策　① 子育て支援と教育の充実　② 産業の活性化と雇用の確保　③ 定住支援
※③ 事業に対する評価及び、前年度事業評価書ACTIONに対する評価
※④ 評価（妥当性）…基本施策に対する有効性の高低　（効率性）…事業の費用対効果の高低
※⑤ 推進方針　Ａ…拡充　Ｂ…現状維持　Ｃ…縮小　Ｄ…廃止検討

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　１　２　３　④　５　高い

Ｂ

各支部が作成する観光パンフレットについては、
ペーパーレス化を早期に進める必要があります。

アフターコロナを見据えた観光については、
「点」ではなく「面」又は「線」での観光が
重要となることから、広域圏での観光客招致
が重要となります。

318千人/年 204万人/年

287千人/年 188万人/年

改善・対応策

令和3年度にGOGO三河湾協議会にて作成した
名刺サイズの観光PRカードのようなＱＲコー
ドを利用した宣伝用の媒体の導入についても
検討をおこないます。

大河ドラマ「どうする家康」や令和４年11月
のジブリパークの開園に合わせて他の市町と
の連携のための枠組みを検討します。

未達成

課題

未達成

事業指標 宿泊者数 観光入込客数

1 ② 3 1 ②

・観光宣伝事業補助金　 1,300千円
・観光協会補助金 　 　16,071千円
・海水浴場及び浴客安全対策費補助金
　9,404千円
・ＧＯＧＯ三河湾協議会補助金 150千円
・海水浴場等感染防止対策事業費補助金
　1,500千円

・名古屋地区テレビ5局、県外テレビ2局、
ケーブルテレビて、観光ＰＲ用のテレビス
ポットＣＦ（15秒）の放送　267回
・ラジオスポット放送　87回
・インターネットによる地域の紹介
　じゃらんｎｅｔ始め3社
・情報誌を年2回、観光パンフ作成

2-3
新たな魅力や価値を生みだす
商工業

2-3
新たな魅力や価値を生みだす
商工業

2-6
価値ある産業を残す事業承継
支援

2-6
価値ある産業を残す事業承継
支援

3

2-4
何度も訪れたくなる観光・交
流

2-4
何度も訪れたくなる観光・交
流

事業実績

0千円 一般財源 29,489千円

事業内容

観光宣伝事業補助金
観光協会補助金
海水浴場保護及び浴客安全対策事業費補助金
ＧＯＧＯ三河湾協議会事業費補助金

観光宣伝委託事業　14,614千円
 ①観光宣伝テレビスポット等事業
 ②観光情報誌（タブロイド版）作成事業
 ③観光宣伝誘致事業（パンフレット増刷）
※令和３年度については、新型コロナウイル
ス感染症観光対策事業費として実施

29,125,000円 14,614,000円

28,425,000円 14,614,000円

28,425,000円 14,614,000円

0円 0円

97.6% 100.0%

町債

30,211千円 財源内訳　国庫支出金

0千円 その他

0千円 県支出金 町債

観光振興補助金 観光宣伝委託事業 観光振興補助金 観光宣伝委託事業

0千円 その他 0千円 一般財源 30,211千円

29,489千円 財源内訳　国庫支出金 0千円 県支出金

事業概要 町観光協会と協力して、観光宣伝等を実施することにより、積極的に観光振興を推進します
担当課　産業振興課

商工観光係　内線242・243・244

観光振興事業費
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令和3年度　事業評価書

予算科目 7 款 1 項 4 目 3 事業

予算額 0千円

決算額 2,585千円

計画（PLAN) 実施（DO)

主な事業 主な事業

予算額

決算額

財源（一般財源）

　　（そ の 他）

執行率

基本施策① ※①

基本施策② ※①

基本施策③ ※①

重点政策 ※②

評価（CHECK) 改善（ACTION)

目標値

実績値

達成度

推進方針 ※⑤

基本施策有効評価
（妥当性) ※④

費用対効果評価
（効率性) ※④

担当課評価 ※③

公募型によるプロポーザル方式にて3者からの提
案により選考をおこない、事業の詳細条件等の精
査、関係者等との事前協議を行い、事業化に向け
た調査が完了できました。

日本財団の主催する渚の交番プロジェクトを活用
するため、内海観光センター整備事業実施設計業
務委託料については、令和4年度に繰越したが、
地質調査については無事完了できました。 B

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　１　２　３　④　５　高い
※① 基本目標・基本施策…別紙　総合計画体系表参照
※② 重点政策　① 子育て支援と教育の充実　② 産業の活性化と雇用の確保　③ 定住支援
※③ 事業に対する評価及び、前年度事業評価書ACTIONに対する評価
※④ 評価（妥当性）…基本施策に対する有効性の高低　（効率性）…事業の費用対効果の高低
※⑤ 推進方針　Ａ…拡充　Ｂ…現状維持　Ｃ…縮小　Ｄ…廃止検討

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　１　２　３　④　５　高い

B

地元に配慮した運営との両立を考慮し、地域活性
化につながるように民間事業者による提案書作成
期間を十分に確保するとともに、参入意欲が高ま
るように公募条件の検討を行う必要がある。

内海観光センターの建設に係る渚の交番プロ
ジェクトを始めとする日本財団の事業につい
ては、行政主導では実施できないことから一
般社団法人知多半島観光事業協会との連携が
新たに必要となります。5者 同上

３者 事業計画の作成

改善・対応策
民間事業者へのヒアリングを行い、事業実施
方針、要求水準書の精査を行い事業計画を構
築する。

一般社団法人知多半島観光事業協会との役割
の共有と連携を深めることによって、渚の交
番プロジェクトを始めとした日本財団の事業
を円滑に進めます。

未達成

課題

未達成

事業指標 企画提案事業者数
地元・関係団体の意見を反映した事業計画の
策定

1 ② 3 1 ②

師崎港観光センター周辺整備事業化準備調査
業務委託料　14,861,000円

内海観光センター整備事業実施設計業務委託
料（繰越明許費）11,000,000円
※令和4年度に繰越した。
内海観光センター整備事業地質調査業務委託
料　5,170,000円

2-3
新たな魅力や価値を生みだす
商工業

2-3
新たな魅力や価値を生みだす
商工業

    

3

2-4
何度も訪れたくなる観光・交
流

2-4
何度も訪れたくなる観光・交
流

事業実績

6,568千円 一般財源 0千円

事業内容 師崎港観光センター周辺整備調査業務委託料

内海観光センター整備事業実施設計業務委託
料
内海観光センター整備事業地質調査業務委託
料

14,993,000円 16,852,000円

14,861,000円 5,170,000円

0円 0円

14,861,000円 5,170,000円

99.1% 30.7%

町債

31,845千円 財源内訳　国庫支出金

0千円 その他

0千円 県支出金 町債

 師崎港観光センター周辺整備  内海観光センター整備  師崎港観光センター周辺整備  内海観光センター整備

15,100千円 その他 8,296千円 一般財源 8,449千円

20,031千円 財源内訳　国庫支出金 13,000千円 県支出金

事業概要 師崎港観光センター及び内海観光センターの整備を実施します
担当課　産業振興課

商工観光係　内線242・243・244

観光施設整備事業費
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令和3年度　事業評価書

予算科目

予算額 89,700千円

決算額 92,012千円

計画（PLAN) 実施（DO)

主な事業 主な事業

予算額

決算額

財源（一般財源）

　　（そ の 他）

執行率

基本施策①

基本施策②

基本施策③

重点政策

評価（CHECK) 改善（ACTION)

目標値

実績値

達成度

推進方針 ※⑤

基本施策有効評価
（妥当性) ※④

費用対効果評価
（効率性) ※④

担当課評価 ※③

駐車場内の機器周辺の消耗品については、
適切な時期に、適切な量を発注すること
で、事務を円滑に進めることができまし
た。

令和3年度については駐車場内における機器
に絡む事故が多発したが、施設の維持管理
については適切に実施できました。

Ｂ

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　１　２　３　④　５　高い
※① 基本目標・基本施策…別紙　総合計画体系表参照
※② 重点政策　① 子育て支援と教育の充実　② 産業の活性化と雇用の確保　③ 定住支援
※③ 事業に対する評価及び、前年度事業評価書ACTIONに対する評価
※④ 評価（妥当性）…基本施策に対する有効性の高低　（効率性）…事業の費用対効果の高低
※⑤ 推進方針　Ａ…拡充　Ｂ…現状維持　Ｃ…縮小　Ｄ…廃止検討

低い　１　２　３　④　５　高い 低い　１　２　３　④　５　高い

Ｂ

年末年始を始めとした繁忙期には、駐車場
周辺は慢性的な渋滞が起こっていることか
ら、名鉄観光海上船㈱の協力を得て、導線
の改良や適切な誘導員の配置をおこなう必
要があります。

経年劣化に伴う老朽化に対応するための修
繕費及び工事請負費については、今後、莫
大な費用がかかることが予想されることか
ら、計画的な整備を実施する必要がありま
す。12回/年 12回/年

12回/年 12回/年

改善・対応策

名鉄海上観光船㈱の職員とも連絡を密にお
こない、ＬＥＤ表示板の保守点検や臨時駐
車場の設置についても適正におこないま
す。

師崎港観光センター周辺整備事業に合わ
せ、既存立体駐車場施設の長寿命化を図り
費用対効果と計画的な施設の改修をおこな
います。

達成

課題

達成

事業指標 駐車場利用状況の把握 施設・設備の保守点検

1 2 3 1 2

師崎港駐車場事業に係る事務を実施した。
　
職員人件費負担金　　　7,000千円
消費税及び地方消費税　6,436千円
消耗品費　　　　　　　1,046千円
普通旅費　　　　　　　　 16千円

駐車場施設の適正な管理を実施した。

駐車場管理委託                17,802千円
駐車場管理システム保守点検委託 1,210千円
駐車場防火設備保守点検業務委託　 740千円
駐車場改修工事　　　　　　　  10,814千円
駐車場塗装修繕工事　　 　　　  9,185千円
修繕料　 　　　　　　　　　　　　790千円
光熱水費等　　　　　　　　　 　1,202千円

2-3
新たな魅力や価値を生みだす
商工業 2-3

新たな魅力や価値を生みだす
商工業

3

2-4
何度も訪れたくなる観光・交
流 2-4

何度も訪れたくなる観光・交
流

事業実績

事業内容

師崎港駐車場事業に係る事務を実施しま
す。

師崎港駐車場施設の適正な管理を実施しま
す。

14,586,000円 38,305,000円

14,497,935円 41,706,582円

14,497,935円 41,706,582円

99.4% 108.9%

89,700千円 財源内訳　一般会計繰入金 0千円 その他

一般管理 維持管理 一般管理 維持管理

92,012千円 財源内訳　一般会計繰入金 0千円 その他

事業概要 師崎港駐車場事業の適切な運用に努めます
担当課　産業振興課

商工観光係　内線242・243・244

師崎港駐車場事業特別会計
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令和3年度　事業評価書

予算科目

予算額 73,933千円

決算額 66,895千円

計画（PLAN) 実施（DO)

主な事業 主な事業

予算額

決算額

財源（一般財源）

　　（そ の 他）

執行率

基本施策①

基本施策②

基本施策③

重点政策

評価（CHECK) 改善（ACTION)

目標値

実績値

達成度

推進方針 ※⑤

基本施策有効評価
（妥当性) ※④

費用対効果評価
（効率性) ※④

事業概要 日間賀島地区漁業集落排水施設の建設及び建設後の管理運営を行います
担当課　水道課

工務係　内線163・164

漁業集落排水事業特別会計

95,987千円 財源内訳　一般会計繰入金 29,092千円 その他

86.0%

103,025千円 財源内訳　一般会計繰入金 29,092千円 その他

施設管理事業 建設改良事業 施設管理事業 建設改良事業

事業実績

事業内容
日間賀島浄化センター及びマンホールポン
プの維持管理に努めます。

管路・処理場等の設備改良工事を実施し、
施設の延命化を図ります。

34,507,000円 27,896,000円

32,686,806円 24,003,347円

32,686,806円 24,003,347円

94.7%

浄化センター運転管理委託
マンホールポンプ点検委託
浄化センター汚泥搬出委託
集落排水使用料収納事務委託
浄化センター電気保安管理業務委託
浄化センター等緊急出動委託
浄化センター草積込運搬業務委託
管路等清掃業務委託

浄化センター屋根防水改修工事　 一式

処理場等設備改良工事
　処理場内設備等整備・取替　3基

仕切弁設置工事　一式
③

3-4
安心な暮らしを支えるインフ
ラ 3-4

安心な暮らしを支えるインフ
ラ

事業指標
健全な事業経営を行うための使用料収納率
向上

施設改良工事による施設の延命化

1 2 ③ 1 2

施設管理事業費は横ばい状態であるが、使
用料は年々減少傾向にあるため、使用料見
直しが必要です。

施設の老朽化が進行しているため、機能保
全計画を随時見直し、計画的な建設改良事
業を実施します。

収納率９７％ 整備取替　３基

収納率９７．１％ 整備取替　３基

改善・対応策
委託業務の内容を見直し、維持管理費の縮
減を検討する。また、財源確保のため、令
和５年４月に料金改定を行います。

機能保全計画に基づき、処理場等設備改良
工事を実施します。

達成

課題

達成

担当課評価 ※③

現年度分の収納率は99.3%、滞納分の収納率は
37.8%であるが、滞納分は納付計画書どおり分割
納付されているため、今後も引き続き使用料を
収納しいただきます。。

浄化センターの汚水処理施設及びポンプ施
設の計画的な長寿命化工事が実施ができま
した。

Ｂ

低い　１　２　３　４　⑤　高い 低い　１　２　３　４　⑤　高い
※① 基本目標・基本施策…別紙　総合計画体系表参照
※② 重点政策　① 子育て支援と教育の充実　② 産業の活性化と雇用の確保　③ 定住支援
※③ 事業に対する評価及び、前年度事業評価書ACTIONに対する評価
※④ 評価（妥当性）…基本施策に対する有効性の高低　（効率性）…事業の費用対効果の高低
※⑤ 推進方針　Ａ…拡充　Ｂ…現状維持　Ｃ…縮小　Ｄ…廃止検討

低い　１　２　３　４　⑤　高い 低い　１　２　３　４　⑤　高い

Ｂ
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令和3年度　事業評価書

予算科目

予算額 48,684千円

決算額 46,548千円

計画（PLAN) 実施（DO)

主な事業 主な事業

予算額

決算額

財源（一般財源）

　　（そ の 他）

執行率

基本施策①

基本施策②

基本施策③

重点政策

評価（CHECK) 改善（ACTION)

目標値

実績値

達成度

推進方針 ※⑤

基本施策有効評価
（妥当性) ※④

費用対効果評価
（効率性) ※④

その他 962,610千円

事業概要 水道施設の適切な維持管理及び管路の耐震化に努めます
担当課　水道課

工務係　内線163・165

水道事業会計

施設保守点検整備事業 管路耐震化事業 施設保守点検整備事業 管路耐震化事業

947,661千円 財源内訳　一般会計補助金・負担金 その他 901,113千円

1,011,294千円 財源内訳　一般会計補助金・負担金

水質検査業務　　　　　毎月実施
水道施設機器点検業務　13箇所
量水器取換業務        1,052件
水道施設維持修繕　　　85箇所
漏水調査業務　　　　　3,158戸

72,624,000円

67.9% 82.1%

88,473,000円

47,321,780円 72,624,000円

基幹管路非耐震化15,846ｍのうち
岩屋配水区管路耐震化工事
DCIP-GX φ200 L=337.7ｍを実施

事業内容

水の安定供給を図るため、施設等の維持管
理に努めます。

水質検査業務
水道施設機器点検業務
量水器取替業務
水道施設維持修繕
漏水調査業務

主要管路の耐震化により、水の安定供給を
図ります。

69,674,000円

47,321,780円

事業実績

事業指標
水道施設点検及び漏水調査等による水の安
定供給

基幹管路の耐震化

1 2 ③ 1 2 ③

3-4
安心な暮らしを支えるインフ
ラ 3-4

安心な暮らしを支えるインフ
ラ

夜間最低流量の変動が少ないため不明水の
発見が困難です。

水道基本計画に基づき、管路耐震化事業を
実施しているが、財政計画を随時見直しな
がら実施する必要があります。

有収率９０％ 当該年度耐震化延長　L=３３１．４ｍ

有収率８６.０１％ 当該年度耐震化延長　L=３３７．７ｍ

改善・対応策
毎日、夜間最低水量を注視し変動があった
場合は、直ちに漏水調査を実施します。

事業計画を随時見直し、管路耐震化工事及
び老朽管布設替工事を計画的に実施しま
す。

未達成

課題

達成

担当課評価 ※③
目標達成のため、不明水量の削減に努め
る。なお、大規模な漏水事故等はなく安定
供給は達成できました。

管路耐震化は住民のライフラインの強化に
必要不可欠であるため、引き続き実施する
必要があります。 Ｂ

低い　１　２　３　４　⑤　高い 低い　１　２　３　４　⑤　高い
※① 基本目標・基本施策…別紙　総合計画体系表参照
※② 重点政策　① 子育て支援と教育の充実　② 産業の活性化と雇用の確保　③ 定住支援
※③ 事業に対する評価及び、前年度事業評価書ACTIONに対する評価
※④ 評価（妥当性）…基本施策に対する有効性の高低　（効率性）…事業の費用対効果の高低
※⑤ 推進方針　Ａ…拡充　Ｂ…現状維持　Ｃ…縮小　Ｄ…廃止検討

低い　１　２　３　４　⑤　高い 低い　１　２　３　４　⑤　高い

Ｂ
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